
　予算決算及び会計令（以下、予決令と略す。）第70条の規定に該当しない者であること。なお、未成

年者、被保佐人又は被補助人であって契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特

別の理由がある場合に該当する。

　予決令第71条各号に該当しない者であること。

　予決令第72条の規定に基づき、令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）

において、九州・沖縄地域で「物品の販売」のB、C又はD等級のいずれかの等級に格付けされている

者であること。

　社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）、船員保険、国民年

金、労働保険をいう。）に加入しており、かつ保険料の滞納がない者であること。（直近2年間の保険料

の未納がないこと。）

　資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載をしていないと認められる者であること。

　経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。

　厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

　過去3年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。

２　競争参加資格

入　札　公　告

次のとおり、一般競争入札（最低価格落札方式）に付します。

◎調達機関番号　017　 ◎所在地番号　41

１　調達内容

（２） 仕　　　様

（３） 履行期限

（４） 履行場所

（５） 入札方法

入札説明書及び仕様書による。

支出負担行為担当官の指定する場所（仕様書のとおり）

　入札金額については、納入に要する一切の諸経費を含めた額とすること。

　なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセント

に相当する額を加算した金額（当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に

相当する金額を入札書に記載する。

３　電子調達システムの利用

　本入札案件は政府電子調達システムにより行い、契約書の締結は原則として電子契約によることとする

。なお、政府電子調達システムによりがたい者は、支出負担行為担当官に書面により申し出た場合に限

り、紙入札方式に変えることができる。

４　入札関係書類

支出負担行為担当官

（１） 件　　　名 

令和7年11月12日

佐賀労働局総務部長　和田　雅弘

令和７年度第４回備品・消耗品の購入

令和8年1月16日 まで

（１）

（２）

（４）

（６）

（３）

（５）

（８）

（９）

（１） 配布場所

　〒840-0801　佐賀市駅前中央3丁目3番20号　佐賀第2合同庁舎4階

　佐賀労働局総務部総務課　（担当：会計第一係　松尾）    電話番号：0952-32-7155

　商法その他の法令の規定に違反して営業を行った者でないこと。（７）



（２） 配布期間

（３） 入札説明会

（４） 入札申込書等（証明書等）提出期限

（５） 入札書提出期限

５　入札会の開札場所及び日時

（１） 紙入札の開札場所　

（２） 紙入札の開札日時

令和7年11月27日(木)　本公告日から まで

　（１）の場所において まで随時実施する。令和7年11月27日(木)

令和7年11月28日(金)

令和7年12月2日(火)

佐賀労働局　総務課横会議室（佐賀市駅前中央3丁目3番20号　佐賀第2合同庁舎4階）

令和7年12月2日(火) ※開札後、政府電子調達システムへの登録を行う。

（３） 政府電子調達システムの開札日時 

６　その他

（１） 契約手続において使用する言語及び通貨

　日本語及び日本国通貨に限る。

（２） 入札保証金及び契約保証金

　免除

（３） 本件入札に要求される事項

　この一般競争入札に参加する者は、本公告に示した業務が履行できることを証明する書類及び封

印した入札書を、それぞれの受領期限までに提出しなければならない。入札者は、支出負担行為担

当官から当該書類に関し説明を求められた場合、これに応じなければならない。また、入札に参加を

希望する者は、上記確認書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出しなければならな

い。

　本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札説明書の「無効入札」に該当する

入札書は、無効とする。

（７） 契約書作成の要否

　要

（６） 落札者の決定方法

　本公告に示した業務を履行できると支出負担行為担当官が判断した入札者であって、予算決算及

び会計令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。

（８） その他

令和7年12月2日(火)

（５） 入札書の無効

12時00分 まで

まで10時30分

11時00分

11時15分

入札説明書に関する照会は、上記（１）担当者にて受け付ける。

　担当者等から提出される契約関係書類は事業者としての決定であることから、押印は不要である。

（４） 押印の不要

　また、押印が省略された契約関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約

金を徴取する場合があり得る。

　詳細は入札説明書及び仕様書による。

　佐賀労働局のホームページからダウンロード可能。

ただし、紙入札により入札に参加し、入札書を持参する場合は、下記５入札会にて提出すること。



入　札　説　明　書

佐賀労働局の下記契約に係る入札については、入札公告、入札説明書及び仕様書等によるものとする。

１　競争入札に付する事項

（２） 仕　　　様

（３） 履行期限

（４） 履行場所

（５） 入札方法

仕様書による。

落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行うので、

　入札者は、調達件名の本体価格のほか、業務の履行に要する一切の諸経費を含

め契約金額を見積もるものとする。

　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセントに

相当する額を加算した金額（当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分

の100に相当する金額を記載した入札書を提出しなければならない。

（１） 件　　　名 令和７年度第４回備品・消耗品の購入

佐賀労働局

仕様書による。

仕様書による。

（６） 入札保証金及び契約保証金　　　免除する。

（７） その他 　本案件は、政府電子調達システムにより執行する。なお、政府電子調達システムによ

りがたい者は、支出負担行為担当官に書面により申し出のうえ、紙入札方式で参加す

ることができる。

２　競争参加資格

　過去3年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。

　厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

　経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。

　資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。

　社会保険（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）、船員保険、国民年金

をいう。）、労働保険に加入し、かつ、保険料の滞納がない者であること。（直近2年間の保険料の未

納がないこと。）

　令和07・08・09年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、九州・沖縄地域で

「物品の販売」のB、C又はD等級のいずれかの等級に格付けされている者であること。

　予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。

　予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は

被補助人であって契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合

に該当する。

①

②

④

⑥

③

⑤

⑦

⑧

①

②

（１） 次の各号の一に該当するものであること。

　商法その他の法令の規定に違反して営業を行った者でないこと。

　契約担当官等は、提出された書類を競争参加資格の確認以外に提出者に無断で使用することは

ない。

　一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。

　一旦受領した書類は返却しない。

　資料等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。

　この一般競争に参加を希望する者は、以下に示す場所に競争参加資格を有することを証明する

下記書類を期限までに提出しなければならない。また、開札日の前日までの間において、契約担当

官等から当該書類に関し説明を求められた場合には、これに応じなければならない。

①

②

④

③

⑤

（２） 入札参加申込書等（証明書等）の提出について

⑨

あらかじめ入札参加申込書を提出した上、入札書を提出すること。



・ 入札金額内訳書（別紙4-2）　※任意様式可

・ 一般競争入札参加申込書（別紙1）　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　

　

３　契約条項を示す場所等
（１） 契約書の作成の要否

（２） 契約条項を示す場所（問い合わせ先）

　〒840-0801　佐賀市駅前中央3丁目3番20号　佐賀第2合同庁舎4階

（３） 入札説明会について

（ウ） 提出書類及び方法

（ア） 提出期限

　（２）の場所において まで随時実施する。令和7年11月27日(木)

令和7年11月28日(金) 12時00分 まで

　落札者の決定後、当該契約の締結につき、契約書の作成を要する。

（イ） 提出場所

○ 電子調達システムによる場合

○ 紙入札による場合

　上記の書類に加え、「紙入札方式による参加にかかる理由書」（別紙3）を提出すること。

　スキャナ等により電子データ化したもの

を電子調達システムにより送信すること。

（３） その他

　上記の提出書類を提出せず、又は虚偽の記載をした書類を提出した場合は、当該者の入札は

無効とする。

４　入札書等の提出について

　以下に示す場所に指定した書類を期限までに提出しなければ入札を無効とする。なお、政府電子調達

システムにより応札する場合は、通信状況により提出期限内に入札書が到着しない場合があるので、時

間の余裕を持って行うこと。

　入札者は、その提出した入札書の引換、変更または取消しをすることはできない。

　なお、電報、ファックス、電話その他の方法による入札は認めない。

（１） 入札書の提出期限

（２） 入札書の提出場所

　上記２（２）（イ）に同じ。

令和7年12月2日(火) 10時30分

・ 直近2年間の社会保険及び労働保険の保険料の納

入が証明できる書類（領収証の写しで可）（※）

・ 一般競争参加資格審査結果通知書（写）

・ 誓約書（別紙2）

・同等品確認書　※該当者のみ

（３） 提出書類及び方法
① 電子調達システムによる場合

・ 委任状（別紙5）　※該当者のみ

　佐賀労働局総務部総務課　（担当：会計第一係　松尾）    電話番号：0952-32-7155

提出書類 提出方法

　スキャナ等により電子データ化したもの

を添付して、電子調達システムにより入札

金額を送信すること。

提出書類 提出方法

　上記２（２）（イ）に同じ。

　入札説明書に関する照会は、上記２（２）（イ）担当者にて受け付ける。

② 紙入札による場合

　上記①の書類に加え、「入札書」（別紙4）を提出すること。

○ 電子調達システムによる場合

　佐賀労働局ホームページから当該「入札説明書」等をダウンロードした場合は、事前に必ず別添

「入札関係書類受領書」を記載のメールアドレス宛に提出すること。



５　入札無効

次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。

① 参加する資格を有しない者による入札

② 当該競争入札について不正行為を行った者による入札

③ 書面による入札において記名を欠く入札

④ 入札書の金額及び記名について誤脱及び判読不可能なものがある入札

⑤ 入札金額の記載を訂正した入札

⑥ 入札書に単価、数量及び総価を記載することを求めた場合の入札書に計算誤りがある入札

⑦ 1人で2以上の入札をした者による入札

⑧ 代理人でその資格のない者による入札

　支出負担行為担当官が要求する書類等を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反

             することとなった者による入札

⑩ 前各号に掲げるもののほか競争の条件に違反した者による入札

６　入札の延期等

　入札参加者及びこれに関連する者が共謀結託その他の不正行為を行い又は行おうとしていると認める

                           とき、また、入札条件の変更その他必要と認めるときは、入札を延期し若しくは取り止めることがある。

７　開札（入札会）

（１） 開札の場所及び日時

① 紙入札の開札場所

② 紙入札の開札日時

③ 電子調達システムの開札日時 

※開札後、電子調達システムへの登録を行う。

令和7年12月2日(火)

（４） 代理人による入札

　代理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称または商号、代理人で

あることの表示及び当該代理人の氏名を記入して、入札書の提出期限までに「委任状」を提出する

こと。

　入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代理人を兼ねることがで

きない。

① 代理人が入札する場合は、委任の手続きを行うこと。

佐賀労働局　総務課横会議室（佐賀市駅前中央3丁目3番20号　佐賀第2合同庁舎4階）

11時00分令和7年12月2日(火)

11時15分

※ 　郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。）により提出する場合は、二重封筒とし、表封

筒に「令和○年○月○日開札［入札件名］の入札書在中」の旨記入し、中封筒には上記と同様に

氏名等を記入すること。

②

③

⑨

（２）

（３）

　政府電子調達システムにより入札書を提出した場合には、立会は不要であるが、入札者又はその代

理人は、開札時刻には端末の前で待機しておくものとする。

　郵送により入札書を提出した場合は、再度入札となることも考慮し、必要に応じて複数枚の入札書を

提出すること（封筒に必要事項のほか、何回目の入札書であるかを必ず明記すること）。

　入札書と入札金額内訳書は、封筒に入れ封印し、その封皮に氏名（法人の場合はその名称また

は商号）、宛名（支出負担行為担当官佐賀労働局総務部長）及び「令和○年○月○日開札［入札

件名］」を記入すること。

※

　また、提出方法は持参もしくは郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。）によることとし、

持参の場合は下記７の入札会にて提出すること。

（４）　開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又はその代理人が立ち会わ

ない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。

（５）　入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。

（６）　入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに応じ競争参加

資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状を提示しなければならない。



　開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入

札がないときは、再度の入札を行う（開札場所については（1）と同じ）。

　なお、政府電子調達システムにおいては、再入札通知書に示す時刻までに再度の入札を行う。

　入札を辞退するときは、入札執行前までに、入札辞退届を支出負担行為担当官等に直接持参し、

                または郵送にて提出する。

　入札を辞退したものは、これを理由として以後の入札等について不利益な取り扱いを受けるもので

はない。

９　 落札者の決定方法

　落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされ

 ないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すお

 それがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申し

            込みをした他の者のうち、最低の価格をもって申し込みをした者を落札者とすることがある。

　落札者となるべき者が二人以上あるときは、電子調達システムによる電子くじを実施することにより、

               落札者を決定するものとする。

　落札者が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名称）及び金額を口頭あるいは

電子調達システムにより通知するものとする。

１０　落札決定の取消し

　落札決定後であっても、入札に関して共謀結託その他の事由により正当な入札でないことが判明したと

               きは、落札決定を取り消すことがある。

１１　代金の支払い

（１） 当方による検査に合格しなければ代金は支払わない。

（３） 請求書の宛名は「官署支出官　佐賀労働局長」とし、余白に振込先金融機関を表示すること。

（４） 当方の支払いは、適正な請求書を受理後、30日以内に指定された金融機関に振り込むこととする。

１２　入札結果（契約情報）の公表

　電子調達システムにより執行した案件については、入札結果を落札者の商号又は名称及び入札価

               格等を同システムに定める手続きに従い公表することとする。

　一定の条件を満たす案件については、入札件名、契約業者及び契約金額等を佐賀労働局ホーム
          ページ等に公表する。

１３　障害発生時及び電子調達システム操作等の問い合わせ先

◎ ヘルプデスク　0570-000-683　　03-4332-7803（ＩＰ電話等をご利用の場合）

◎ ホームページ　https://www.p-portal.go.jp/

（２）

（１）

　本入札説明書２又は４に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であって、公告で示す

競争参加資格及び仕様書の要求要件をすべて満たし、当該入札者の入札価格が予算決算及び会

計令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもって

有効な入札を行った者を落札者とする。

（２）

（１）

　最低価格落札方式とする。

（４）

（３）

（２）

（１）

　ただし、申請書類、応札の締め切り時間が切迫しているなど緊急を要する場合には、上記２（２）（イ）へ

 連絡すること。

８　 入札の辞退

（２） 代金の請求は、契約内容がすべて履行された後、遅滞なく行うこととする。

１４　人権尊重への取り組み

　入札参加者は、入札書の提出（政府電子調達システム の電子入札機能により入札した場合を含む）を

もって「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（令和４年９月１３日ビジネス

と人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・連絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取

り組むよう努めることに誓約したものとする。

　入札者又はその代理人は、支出負担行為担当官が特にやむを得ない事情があると認めた場合の

ほか、開札の途中で開札場を退場することができない。

（７）

（８）



一　般　競　争　入　札　参　加　申　込　書

　下記の案件について、一般競争入札実施に関する公告を拝見し、競争入札に参加したく、下記により申込致します。

２　競争に参加する者に必要な資格に関する事項について

　令和07・08・09年度厚生労働省競争入札参加資格（全省庁統一資格）における等級

（　　　　　）等級

　仕様書に示す規格・内容を調達することができる。

　予算決算および会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない。

はい　・　いいえ

　支出負担行為担当官から取引停止の措置を受けている期間中ではない。

　社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）、船員保険、

国民年金、労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）に加入し、該当する制度の保険料

の滞納がない。

　経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者である。

　商法その他の法令の規定に違反して営業を行った者ではない。

　厚生労働省から、指名停止の措置を受けている期間中の者でない。

　入札説明書の交付を受けた者である。

　入札業者情報（紙入札業者は必ず記入すること）

１　事業所名

令和　　　　年　　　　月　　　　日

代表者職氏名又は代理人の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別紙１

１　件名 令和７年度第４回備品・消耗品の購入

「物品の販売」

支出負担行為担当官

住所

商号又は名称

　資格審査申請書及びその添付書類の重要な事項又は事実について虚偽の記載をし、

又は記載をしなかった者ではない。

　過去３年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反に

より、行政処分等を受け又は送検されていないこと。

９　担当者メールアドレス（任意）

８  担当者電話番号（FAX番号）

７　担当者氏名

６　担当者所属所在地

５　担当者所属名称

４　代表者電話番号（FAX番号）

３　代表者職氏名

２　所在地

　

〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〒

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　

佐賀労働局総務部長　和田　雅弘　殿

※この申込書は、入札参加資格要件を確認する重要なものであるため、誤記入がないよう関係書類をすべて確認して

から記載してください。

（１）

（２）

（４）

（６）

（３）

（５）

（７）

（８）

（10）

（９）

（11）

（12）

はい　・　いいえ

はい　・　いいえ

はい　・　いいえ

はい　・　いいえ

はい　・　いいえ

はい　・　いいえ

はい　・　いいえ

はい　・　いいえ

はい　・　いいえ



　過去３年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政

処分を受け又は送検されていないこと。

誓　約　書

は、下記１、２のいずれにも該当しません。将来においても該当することはありません。

　また、下記３の事項につきまして誓約します。

　この誓約が虚偽であり、又は報告すべき事項を報告しなかった等のほか、この誓約に反したことにより

当方が不利益を被ることとなっても、異義は一切申し立てません。

　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は

役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合

は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が暴力団（暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。

以下同じ）又は暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）であるとき

令和　　　　年　　　　月　　　　日

住所　（又は所在地）

社名及び代表者名（又は個人名）                                                            

※　個人の場合は生年月日も記載すること。

別紙２

□　私

□　当社

　また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１　契約相手方として不適当なもの

２　契約相手方として不適切な行為をするもの

　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき

　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

（２）　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

（３）　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

（１）　暴力的な要求行為を行う者

　上記（１）から（３）について、本契約について当社が再委託を行った場合の再委託先についても

同様であること。

　契約締結後、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処分

を受け又は送検された場合には、速やかに報告すること。

３　厚生労働省所管法令違反

（５）　その他前各号に準ずる行為を行う者

（４）　偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者

（１）

（２）

（４）

（３）

（５）

（１）

（２）

（４）

（３）

※　法人の場合は役員等名簿（別紙2-2）を添付すること。

　事業の実施に当たっては、各種法令を遵守すること。



役　員　等　名　簿

 法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別紙２－２

役　職　名

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（フリガナ）
氏　　名

（　　　　　　　　　　　　　　　）

生年月日

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

備　　考

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

T

S　　　 年　　 月　 　日

H

（注）法人の場合、本様式には登記事項証明書に記載されている役員全員を記入してください。



支出負担行為担当官

紙入札方式による参加にかかる理由書

１．入札案件名

別紙３

令和　　　　年　　　　月　　　　日

住 所

代表者職氏名

商号又は名称

記

２．電子調達システムでの参加ができない理由

の参加をいたします。

　下記入札案件について、電子調達システムを利用して入札に参加できないので、紙入札方式で

佐賀労働局総務部長　和田　雅弘　殿

令和７年度第４回備品・消耗品の購入



入　札　書

　【入札金額内訳書の合計金額を記載すること。】

（消費税額及び地方消費税額を含まない。）

入札件名：

上記のとおり入札します。

（ 復 ） 代理人

別紙４

備考：　金額は、アラビア数字を用い、訂正又は抹消することはできない。

￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

令和　　　　年　　　　月　　　　日

代表者職氏名

住 所

商号又は名称

　　　

落札金額が同額の場合に実施する電子くじ用の任意の数字３ケタを記入すること。

なお、記載がない場合は、連絡先電話番号の末尾３桁を電子くじ番号とします。

契約書及び仕様書その他一切貴局の指示のとおりとする。

支出負担行為担当官

令和７年度第４回備品・消耗品の購入

契約条件：

※

佐賀労働局総務部長　和田　雅弘　殿



入　札　書

　【入札金額内訳書の合計金額を記載すること。】

（消費税額及び地方消費税額を含まない。）

入札件名：

上記のとおり入札します。

（ 復 ） 代理人

別紙４

備考：　金額は、アラビア数字を用い、訂正又は抹消することはできない。

￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

令和　　　　年　　　　月　　　　日

代表者職氏名

住 所

商号又は名称

　　　

落札金額が同額の場合に実施する電子くじ用の任意の数字３ケタを記入すること。

なお、記載がない場合は、連絡先電話番号の末尾３桁を電子くじ番号とします。

契約書及び仕様書その他一切貴局の指示のとおりとする。

支出負担行為担当官

令和７年度第４回備品・消耗品の購入

契約条件：

※

佐賀労働局総務部長　和田　雅弘　殿

　（再度入札用）



別紙４-2

1 セキュリティソフト 台 19 0

2 通話録音装置 台 3 0

3
上記２を取り付ける作
業費等の諸経費

3 0

4 交換ローラーキット 個 1 0

5
スクリーンパーテー
ション

台 5 0

6 案内板 台 1 0

7
リーフレットスタンド
（片面）

台 3 0

8 デジタルカメラ 個 1 0

9 SDカード 個 1 0

10 電気掃除機 台 2 0

11
既存の電気掃除機の回
収・引取処分

2 0

12 廃液トレイ交換キット 個 1 0

13 アルコールチェッカー 個 1 0

14 アルカリ乾電池 個 1 0

15 補充インキ 個 1 0

16 事務用椅子 脚 4 0

17 既存椅子の引取・処分費 4 0

18 電動パンチ 台 1 0

19
既存の電動パンチ1台（ライ
オン事務器　オートパンチE-
260）の回収・引取処分

1 0

20 段ボール 個 1 0

21 段ボール 個 1 0

22 強力パンチ　替刃 パック 1 0

小計（税抜） 0

合計（税込） 0

（商号又は名称）

単位応札品
単価

（税抜）
小計
(税抜)

入札金額内訳書

No. 品名 数量



※該当する項目の□にチェック（✔）を入れること。

□　　　入札に係る諸願届出について　　

□　　　入札に係る諸願届出について

□　　　入札書について

□　　　契約締結について

今般下記の者を代理人として定め、下記権限を委任いたします。

支出負担行為担当官

□　　　入札書について

□　　　復代理人の選任について

□　　　代金の請求及び受領について

復代理人への委任事項

【委任事項】

記

（受任者）

（委任者）

【件　　　名】

委　任　状

別紙５

令和　　　　年　　　　月　　　　日

佐賀労働局総務部長　和田　雅弘　殿

住 所

代表者職氏名

商号又は名称

住 所

氏 名

所属(役職名)

令和７年度第４回備品・消耗品の購入



※該当する項目の□にチェック（✔）を入れること。

□　　　入札に係る諸願届出について　　

□　　　入札書について

今般下記の者を復代理人として定め、下記権限を委任いたします。

支出負担行為担当官

【委任事項】

記

（受任者）

（委任者）

【件　　　名】

委　任　状（復代理人用）

別紙５－２

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

佐賀労働局総務部長　和田　雅弘　殿

住 所

氏 名

所属(役職名)

住 所

氏 名

所属(役職名)

令和７年度第４回備品・消耗品の購入



佐賀労働局総務部総務課

１ 令和7年度　第4回備品・消耗品の購入

２ 仕様書別表のとおり

３ 仕様書別表のとおり

４ （No.１）

※インストール作業も納入期限までに行うこと。

（No.２～No.２２）

５ 免除（予決令第100条の3第3号）

６ ・

・

７ ・ 納入する物品は、全て新品であること。

・

・

・

・

・

・

契 約 保 証 金

ア フ タ ー ケ ア 納品物を受領した後において、当該納品物が契約の内容に適合していな
いことを知った時から１年以内に（数量又は権利の不適合については期
限制限なく）その旨を落札業者に通知した場合は、落札業者の責任と費
用負担により、他の良品との引き換え、修理または不足分の引渡しを行
うこと。

物品引渡しの日から1年以内に生じた不具合に対しては、対応した日付、
対応者、持込先メーカー、原因、処置内容がわかる報告書を上記5及び不
具合が生じた部署あて提出すること。

そ の 他

令和8年1月16日(金)

仕 様 書

件 名

規 格 及 び 数 量

納 入 場 所

納 入 期 限 令和7年12月25日(木)

本仕様書について疑義が生じた場合、また、本仕様書に明記なき詳細事
項については、速やかに当局あて協議を行うこと。

グリーン購入法第６条に基づく環境物品等の調達の推進に関する基本方
針に定める判断の基準を満たすこと。

仕様書別表の参考品について、同等品は可とする。但し、事前にカタロ
グ等を提示して承認を得ることを条件とする。なお、契約締結後には原
則として納入物品の変更は認めない。

仕様書別表の参考品について、入札書の提出期限までにメーカーによる
製造中止等の事由により製品の供給が不可能となった場合、同メーカー
から後継品（機種）が発売されたときは、後継品（機種）でも仕様を満
たす事とする。
　また、契約締結後に上記の事由等で製品の納入が不可能となった場
合、受注者は発注者と協議の上、契約金額又はそれを下回る金額にて後
継品（機種）を提供しなければならないものとする。

入札内訳書の様式については特に指定しないが、各品目の単価がわかる
よう表記すること。

入札金額には、運搬料等一切の諸経費を含むものとする。



総務課 徴収室 安定部 助成金室 佐賀署 唐津署 伊万里署 佐賀所 唐津所 武雄所 伊万里所 鳥栖所 鹿島所

1 セキュリティソフト

・Windows11で使用できること。
・ライセンス期間は1年間とする。
・ウイルス、スパイウエア、その他ネットの脅威による被害を事前に検出
し、除去又は隔離すること。
・フィッシング詐欺等を含む危険なWebサイトをブロックできること。
・メールの添付ファイルをスキャンできること。
・スパムメールをブロックできること。
・自動設定（アップデート）が可能であること。
・指定のタブレット端末へのインストール作業を含むこと。
（なお、インストール時に必要なメールアドレス及びパスワードは契約締
結後に通知する。）
・ダウンロード版とすること。

「トレンドマイクロ社製 ウイルスバスターク
ラウド」ダウンロード版

台 2 13 1 1 2

19(7
ライ
セン
ス）

2 通話録音装置

・寸法：幅180㎜×奥行260㎜×高さ15㎜程度
・電源：ＡＣ100Ｖ
・対応電話機：アナログ・多機能電話機で使用できること
・接続方式：受話器接続、外部入力接続が可能であること
・録音媒体：ＳＤカード、ＳＤＨＣカード
・録音起動：自動・手動から選択できること
・録音モード：標準に加え、２倍モード以上の設定ができること。
・録音告知機能：あり。手動送出できること。
・添付品（本体以外）：電源アダプタ、ＳＤカード（４ＧＢ以上）、モ
ジュラーコード（20㎝程度）１本、取扱説明書
・すぐに使用ができる状態に取り付け作業を行うとともに、使用方法につ
いて担当職員に説明を行うこと。

・タカコム　通話録音装置　ＶＲ-Ｄ179 台 1 1 1 3

3 1 1 1 3

4 交換ローラーキット 指定品 キャノン　DR-M1060用交換ローラーキット 個 1 1

5
スクリーンパーテー
ション

・数量：5台
・寸法：ｗ1200×D380×H1600(mm)程度
・重量：4㎏以下
・色：ライトグレー
・連結可能であること（連結部品が必要な場合は付属していること。）
・所定の場所に設置すること。

オフィスコム　ライトスクリーン2　ライトグ
レー　660128

台 5 5

6 案内板

・W515×D390×H1400(mm)程度
・重量：5㎏以下
・両面ホワイトボードタイプ（磁石が使用できること）、ストッパー付
きキャスター要
・所定の場所に設置すること。

PLUS　案内板PWGタイプ　PWG-0514DSK 台 1 1

仕様書別表

No. 品名
安定所

参考品 単位規格・仕様等 合計
監督署

上記２を取り付ける作業費等の諸経費

局



総務課 徴収室 安定部 助成金室 佐賀署 唐津署 伊万里署 佐賀所 唐津所 武雄所 伊万里所 鳥栖所 鹿島所

仕様書別表

No. 品名
安定所

参考品 単位規格・仕様等 合計
監督署局

7
リーフレットスタンド
（片面）

寸法：ｗ500×D400×H1000㎜程度
重量：6㎏以下
・A4コピー用紙(縦)30枚×横４列×縦4段設置できること（仕切り要）
・リーフレットが側面から落下しないこと
・リーフレットがスタンド上部からはみ出す場合は、リーフレットも含め
てH1050㎜以下になること。
・所定の場所に設置すること。

常磐精工　ケーススタンド看板　450幅4段片面
CSK-450×4K

台 3 3

8 デジタルカメラ

・有効画素数　1635万画素程度
・液晶モニターの大きさ　2.7インチ程度
・1080pフルハイビジョンの撮影ができること。
・ISO感度　自動及び100から3200程度
・光学ズーム5倍程度、デジタルズーム6倍程度
・手ブレ軽減機能付き
・質量（本体のみ）150g程度
・充電用のACアダプター、マイクロUSBケーブルを付属していること

KODAX　PIXPRO　FZ55-BK 個 1 1

9 SDカード
・上記１のデジタルカメラに使用（対応）するSDカードであること。
・容量：128GB程度（写真・映像の保存に対応するもの）
・スピードクラス　UHS－I　Class１/ビデオスピードクラスV10以上

バッファローRSDC-128U11HA 個 1 1

10 電気掃除機

・コードレス式であること
・サイクロン式
・集塵容量：0.25L以上
・連続使用時間：40分程度※標準モードでの使用
・質量２㎏以内
・寸法：幅30㎝×高さ120㎝×奥行30㎝程度
・充電用ACアダプター、スタンド式充電台を付属すること

日立製　スティッククリーナー
PV-BH900SM　K

台 2 2

11 2 2

12 廃液トレイ交換キット 指定品 DM100S用廃液トレイ交換キット52F-B 個 1 1

13 アルコールチェッカー
・寸法：W32✕D105✕H16(mm) 程度

・検知方式：半導体式ガスセンサー
・センサー寿命：1年以内又は2500回程度

エスケイジャパン　SKJ‐AL001JP 個 1 1

既存の電気掃除機の回収・引取処分



総務課 徴収室 安定部 助成金室 佐賀署 唐津署 伊万里署 佐賀所 唐津所 武雄所 伊万里所 鳥栖所 鹿島所

仕様書別表

No. 品名
安定所

参考品 単位規格・仕様等 合計
監督署局

14 アルカリ乾電池

・形状：単４形
・質量：約11グラム/1本あたり
・使用推奨期限：10年
・2本入り

Panasonic　アルカリ乾電池　LR03XJ 個 1 1

15 補充インキ
・寸法：Ｗ37.5×Ｄ25×Ｈ73.5(mm)
・重量（ｇ）：２８
・インキ色：緑

シャチハタ
顔料系インキ20ｍｌ緑
XLR-20N

個 1 1

16 事務用椅子

・座面寸法：Ｗ455×Ｄ415(mm)程度
・座面高さ：410～500(mm)程度
・背面：ロータイプ
・高さ調節機能付き
・サークル肘付き
・色：黒
・背/及び座面色：ネイビー系
・キャスター付き

エルア　C02-B151CW-BKT7T71 脚 1 3 4

17 1 3 4

18 電動パンチ

2穴パンチであること。
・寸法：31cm×46㎝×23㎝程度
・ガイド対応サイズ：A5サイズ～B4サイズ
・穿孔穴（径）：6mm
・穿孔ピッチ：80mm
・穿孔奥行：12mm
・穿孔能力：50mm/500枚（※PPC用紙64g/㎡の場合）
・穿孔時間：7秒から10秒程度
・付属品：ドリル2本、刃受け2枚以上、千枚通し、六角棒スパナ

さくら精機　電動2穴パンチSCG-6500 台 1 1

19 1 1

20 段ボール

・外寸法：Ｗ465㎜×Ｄ325㎜×Ｈ295㎜
・内寸法：Ｗ455㎜×D315㎜×H280㎜
・底面A3サイズ
・紙厚：約５㎜以上

アスクル【底面A3】【120サイズ】無地段ボール
A3×高さ295㎜　L-3　1セット（60枚：30枚入
×2梱包）

個 1 1

既存の電動パンチ1台（ライオン事務器　オートパンチE-260）の回収・引取処分

既存椅子の引取・処分費



総務課 徴収室 安定部 助成金室 佐賀署 唐津署 伊万里署 佐賀所 唐津所 武雄所 伊万里所 鳥栖所 鹿島所

仕様書別表

No. 品名
安定所

参考品 単位規格・仕様等 合計
監督署局

21 段ボール

・外寸法：Ｗ465㎜×Ｄ325㎜×Ｈ295㎜
・内寸法：Ｗ455㎜×D315㎜×H280㎜
・底面A3サイズ
・紙厚：約５㎜以上

アスクル【底面A3】【120サイズ】無地段ボール
A3×高さ295㎜　L-3　1セット（10枚入り×1梱
包）

個 1 1

22 強力パンチ　替刃 指定品
コクヨ　強力パンチ　替刃
PN-31A　1パック（2本入）

パック 1 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考品として計上しているため、同等品は可とする。但し、事前にカタログ等を提示して承認を得ることを条件とする。

＊ 本仕様書について疑義が生じた場合、また、本仕様書に明記なき詳細事項については、速やかに当局あて協議を行うこと。

＊ グリーン購入法適合製品等、環境に配慮された製品であるように努めること。

　〒840-0801　佐賀市駅前中央3-3-20　佐賀第2合同庁舎　4階 TEL：0952-32-7155

〒840-0801　佐賀市駅前中央3-3-20　佐賀第2合同庁舎　4階 TEL：0952-32-7168

〒840-0801　佐賀市駅前中央3-3-20　佐賀第2合同庁舎　6階 TEL：0952-32-7216

〒840-0801　佐賀市駅前中央3-3-20　佐賀第2合同庁舎　6階 TEL：0952-32-7173

　〒840-0801　佐賀市駅前中央3-3-20　佐賀第2合同庁舎　3階 TEL：0952-32-7190

　〒847-0861　唐津市二タ子3-214-6　唐津港湾合同庁舎　1階 TEL：0955-73-2179

　〒848-0027　伊万里市立花町大尾1891-64 TEL：0955-23-4155

　〒840-0826　佐賀市白山2-1-15 TEL：0952-38-5250

　〒847-0817　唐津市熊原町3193 TEL：0955-72-8609

　〒843-0023　武雄市武雄町昭和39-9 TEL：0954-22-4155

　〒848-0027　伊万里市立花町通谷1542-25 TEL：0955-23-2131

　〒841-0035　鳥栖市東町1-1073 TEL：0942-82-3108

　〒849-1311　鹿島市高津原二本松3524-3 TEL：0954-62-4168

佐賀公共職業安定所

佐賀労働局　職業対策課助成金室

鳥栖公共職業安定所

鹿島公共職業安定所

佐賀労働局　総務部総務課

伊万里公共職業安定所

武雄公共職業安定所

佐賀労働基準監督署

納入場所一覧

佐賀労働局　総務部労働保険徴収室

佐賀労働局　職業安定部

唐津公共職業安定所

唐津労働基準監督署

伊万里労働基準監督署



【 メ ー ル 送 信 票 】
佐賀労働局 総務部 総務課 会計第一係 松尾 行

（メールアドレス：saga-kai1@mhlw.go.jp）

入札件名

参加入札方式
（いずれかに〇）

電子入札 紙入札

受領日
（ダウンロード日）

会社名

担当者名

担当者電話番号

備考

入 札 関 係 書 類 受 領 書

※ 入札関係書類を当局ホームページからダウンロードした場合は、本票に記載の上、上記
メールアドレスに必ず送信してください。

※ 本票は、急な仕様の変更等を行った場合に、担当者様にご連絡する際に使用します。

令和7年度第4回備品・消耗品の購入



同等品を選定する場合の手続きについて 

 
 仕様書等に「指定品」・「特注品」と表示されていない物品については、例示品として示したメ

ーカー・型番の品目のほか、それと同等以上の品物（以下、「同等品」という。）を選定し、入札

等に参加することができます。 
 同等品での入札参加は、事前に同等品の確認を行い、承認を得ることを条件とします。 
 （注：事前に確認を受けていない同等品で見積り、落札者となった場合、その物品で契約を締

結することができない場合がありますので、必ず事前に承認を得てください。） 
 
 
１．同等品の定義 
  同等品とは、仕様書に記載する規格・品質・性能等と同等以上のものをいいます。 
 
２．同等品確認の方法 
  同等品により入札参加を希望する場合は、令和 7 年 11 月 25 日（火）17 時までに次の書類

を佐賀労働局総務課へ提出してください。 
  なお、同等品の確認書は、必ず、案件ごとに作成してください。 
（１）同等品確認書（※任意様式） 
   様式は任意としますが、次の内容を記載してください。 
   ①「品名」（仕様書に記載されたもの） 
   ②「例示品」（仕様書に記載されたもの） 
   ③「同等品候補」 
    ・同等品として承認を得たい品物のメーカー・品番・規格・性能等・税抜価格（カタロ

グ表示等のメーカー希望小売価格。ただし、オープン価格の場合は「オープン価格」と

の表示で可）を記載してください。 
    ・規格には寸法・材質等を、性能等にはグリーン購入法適合等の詳細を記載してくださ

い。 
   ④「事業所代表者氏名」 
（２）同等品候補が記載されたカタログ、価格等の資料（コピー可） 
   仕様書に記載された規格・品質等が提出資料で確認できない場合は同等と認められません。 

また、指定期限後にカタログ等資料を提出されても受付はいたしませんので、ご留意くださ

い。 
（３）その他 
   入札仕様書にて指定するもの 



ジープス

24時間365日利用

書類保管費削減

印鑑不要

印紙税不要

郵送費削減

ワンストップ対応

便利でお得 調達手続きは「GEPS」
調達情報の確認、入札、契約、請求等を、
インターネットを利用して行うことができます。

GEPSは
調達ポータルに
統合され、
さらに便利に
なりました。

政府電子調達（GEPS）を利用するには、「初めてご利用になる方へ」（上記URL）をご覧いただき、
STEP1～STEP3までの手順を実施していただく必要があります。

全省庁統一資格の取得

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/resources/app/html/beginner.html

お問合せ先

入札に必要な資格を取得します。
調達ポータルで取得できる資格は「物品・役務（全省庁統一資格）」の区分のものです。
全省庁統一資格を取得すると、各省庁における物品・役務の製造・販売等に係る一般競争（指名競争）の入札に参加できるようになります。
※簡易な公共事業の入札には、各省庁が定める個別の資格を取得する必要があります。

https://www.p-portal.go.jp/faq

■FAQをご確認いただいても問題を解決できない場合は、下記ヘルプデスクまでお問い合わせください。

●調達ポータル・電子調達システムに関するお問い合わせ

国民の祝日・休日、��月��日から�月�日までの年末年始を除きます。
その他、FAX又はメールでのお問合せも受付けています。

受付時間:平日 �時��分～��時��分

システム障害等やむを得ない事情により政府電子調達が利用できない場合には、入開札の延期を行う場合がありますので、入札公告または入札説明書に記載された問い合わせ先等へご連絡ください。

ナビダイヤル ����-���-���
I P 電 話 等 ��-����-����

●統一資格に関するお問い合わせ（全省庁統一資格事務処理センター）

国民の祝日・休日、��月��日から�月�日までの年末年始を除きます。
FAX、メールでのお問合せは受付けておりません。

受付時間:平日 �時��分～��時��分

I P 電 話 等 ��-����-���� 

■ご不明な点については、下記URLのFAQをご参照ください。

利用開始方法

詳細はポータルサイトをご覧ください

調達ポータル 検索

STEP1

電子証明書の取得
調達ポータルでは電子証明書を利用した認証を行っています。
法人・個人事業主等、組織に所属する代表者等名義の電子証明書をご準備ください。（詳細は各認証局へお問い合わせください。）
電子証明書は「初めてご利用になる方へ」に記載の対応認証局で取得できます。（取得に必要な手続き等は、各認証局のホームページをご確
認ください。）
個人事業主または電子委任状を登録済の代理人のみ、電子証明書を取得しなくてもマイナンバーカードが利用できます。
（一部の機能は電子証明書がなくても利用できます。）

STEP2

              

環境設定・利用者登録
●パソコンのセットアップ
お使いのパソコンにプラグイン等をインストールして、ブラウザーを設定します。
「初めてご利用になる方へ」の操作マニュアルに従って設定してください。

●利用者登録
調達ポータルに利用者を登録します。
調達ポータルを初めて利用するためには、組織に所属する代表者（代表取締役社長等）の利用者登録が必要です。
また、電子委任状を登録済みの代理人の場合は、代表者なしで利用者登録が可能です。

STEP3

              



全省庁統一資格申請から入札・契約・請求・確認までの流れ

本システムについて

利用府省等

全省庁統一資格申請から入札、契約、請求までワンストップでできます。 
なお、調達ポータルからは、全省庁統一資格の申請が可能です。
ただし、簡易な公共事業の入札には、各省庁が定める個別の資格が必要です。

内閣官房、内閣法制局、人事院、内閣府、宮内庁、公正取引委員会、警察庁、個人情報保護委員会、 カジノ管理委
員会、金融庁、消費者庁、こども家庭庁、デジタル庁、復興庁、総務省、法務省、 検察庁、公安調査庁、外務省、財
務省、国税庁、文部科学省、文化庁、スポーツ庁、厚生労働省、 農林水産省、林野庁、水産庁、経済産業省、特許
庁、中小企業庁、国土交通省、気象庁、海上保安庁、 運輸安全委員会、環境省、防衛省、衆議院、参議院、国立国
会図書館、最高裁判所、会計検査院
※府省等により、対象案件の範囲などが異なる場合があります。詳細については、各府省等にお問い合わせください。

府
省
等

利
用
者

全省庁統一資格申請 利用者登録

案件登録 落札者決定

入　札

審査・発行

申請 取得 申請 入札 契約 請求 契約書
落札結果
入札状況

契　約 請　求 確　認

電子署名付与
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本システムは、調達案件の検索、電子入札・契約等の一連の手続きをオンラインで行うことができ
る府省庁共通のシステムです。

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/resources/app/html/outline.html

？？？ ご利用のメリット 
政府調達の一連の業務をワンストップでできる！

ワンストップで手続き可能
全省庁統一資格申請から調達案件の
検索、入札、契約、請求までの一連の
業務を調達ポータルから行えます。

常時利用可能※

インターネット環境があれば、いつで
もどこでも利用する事が可能です。
※システムメンテナンス時を除きます。

印紙税が不要
電子手続では印紙税法の課税物件が
存在しないため、印紙税納付がありま
せん。

移動や郵送費の削減
簡単に遠方や複数の同時調達案件に
参加する事ができ、書類の発送が不
要です。

書類保管費の削減
電子管理のため、バインダーや書棚な
どの書類保管に関する費用を削減で
きます。

印鑑が不要※

電子署名により手続きの担保をシス
テム側で行うため、印鑑が不要です。
※法令で義務のある場合を除きます。

対象契約
「物品役務」および「一部の公共事業」の調達における入札・開札、契約、受注、納入検査、請求などの調達手続き
に係る一連の業務が対象となります。
なお、以下の業務は対象外です。

●物品役務のうち特殊なもの
政府所有米麦等の業務／在外公館等海外における業務／無償による物品・役務／防衛省の装備品等特殊なもの

● 本格的な公共事業
競争参加資格審査において客観的事項（経営規模、経営状況等）のほか、発注者が独自に主観的事項（工事実
績、総合評価の技術評価点等）の審査等を行う事業。当該業務を使う主な発注者は次のとおり。
内閣府沖縄総合事務局開発建設部／文部科学省大臣官房文教施設企画部／農林水産省地方農政局／国土交
通省大臣官房官庁営繕部、地方整備局、北海道開発局／防衛省装備施設本部、地方防衛局（施設部門に限る）


